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１．はじめに 

新耐震基準（昭和 56 年 6 月から平成 12 年 5 月）の木造

住宅は「昭和 56 年以降に適法に建築され、劣化等の問題

のないものは一応安全と考えられる。」と記載され 1)、耐

震性があるとされている。しかし、既往の研究で新耐震

基準の木造住宅において壁量不足、偏心率低減により上

部構造評点 1.0 を満たないものがあることが報告されてい

る 2)。実際に筆者が行った新耐震基準の木造住宅を対象と

した一般診断の結果（n=28）を見ると、上部構造評点は

全て 1.0 未満で、偏心率低減が 1.0 で上部構造評点が低く

なるものが存在し（図 1）、、また、新耐震基準の壁量規定

にない非常に重い屋根を採用しているものが 40％程度存

在することが分かった（図 2）。以上の結果は採用する屋

根工法によって壁量不足が引き起こされている可能性を

示唆している。しかし、この結果は一部の地域（兵庫県

川西市周辺）に限定された結果である。そのため、本研

究の目的は全国で行われた現地調査のデータを分析する

ことで屋根工法が新耐震基準に基づく木造住宅の上部構

造評点に与える影響を検討することである。 

２．調査手法 

木造住宅の屋根工法の変遷を把握するために住宅金融

公庫（現一般財団法人住宅金融普及協会）が建築基準法

制定以来、1951 年から現在に至るまで木造住宅工事仕様

書 3）、その他木造住宅の屋根工法に関する文献を調査した。 

現地調査は新耐震基準に基づく木造住宅を対象として

全国で 2015 年から 2024 年までに行われた（n=2587）。調

査は一般診断法 1)に基づいて日本建築防災協会の木造耐震

改修技術者講習、もしくは各団体で行っている講習の修

了者が目視点検で行った。本研究で用いたデータは日本

木造住宅耐震補強事業者協同組合による一般診断のデー

タであり、耐震診断を受けた住宅に限定されているため、

木造住宅全体を完全に代表するものではない可能性があ

る。しかしながら、本研究は住宅群の分布特性を整理す

ることを目的としており、大規模な診断データ（n=2587）

を用いることで木造住宅の屋根形式及び上部構造評点分

布の傾向を把握することが可能である。 

３．木造住宅の屋根工法の変遷 

表 1 には住宅金融公庫の木造住宅工事仕様書 3）における

屋根工法の変遷が記載されている。1951 年以来主な屋根

工法は重い建物に相当する引掛葺きが前提となっている。

土葺きは気候や慣習で採用されている程度の記述であり、

阪神・淡路大震災以降の 1997 年に土葺きの記載が無くな

っている。また、真鍋ら 4）、渡辺 5）は粘土瓦の施工はすべ

て土葺き工法だったが、1923 年（大正 12 年）の関東大震

災を機に行政の指導により関東を中心に引掛け工法（重

い建物）が広く普及定着したが、関西地方においては地

震の発生も無く、断熱性と台風対策の風習により、土葺

き工法が常識とされていたと述べている。以上のことよ

図 1 上部構造評点と偏心率低減 
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図 2 新耐震基準に基づく木造住宅の建物重量別の戸数 
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表１ 住宅金融公庫の屋根工法の変遷 3） 

年代 屋根工法の記述

1951年～1976年 「留付は引掛桟瓦」との記述

1977年～1984年
「土ぶき」の記述が追加され、「最も多い
のは引掛け桟葺き工法」との記述

1985年～1996年
「土ぶき工法、引掛けさんがわら工法、緊
結工法があり、それぞれの地域の気候、特
性にあわせて施工されている」との記述

1997年～

上記に加えて「阪神・淡路大震災において
瓦の落下が多く発生したことから、関連の
業界ではより耐震性に配慮した施工方法が
提案されたり、一体型の棟瓦が製造される
等の動きがある」との記述
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り、新耐震基準に基づく木造住宅において非常に重い建

物に分類される土葺き和瓦工法を採用した住宅は新耐震

基準が施行された 1981 年から阪神・淡路大震災が発生し

た 1995 年までの関西地方に存在していると考えられる。 

４．現地調査の結果から見る屋根工法の分布 

 前章で示唆された木造住宅の屋根工法の地域別、年代

別分布を現地調査のデータを用いて統計的に分析した。

地域は地質・電力・経済圏を踏まえて、新潟県、長野県

および静岡県の西側の県境を境界とする。すなわち、東

日本を北海道・東北・関東・新潟・長野・静岡、西日本

を北陸・中京以西とする。年代は阪神・淡路大震災が発

生した 1995 年（平成 7 年：H7）前後で分類し、建物重量

は新耐震基準で壁量が規定されている「重い建物・軽い

建物」と壁量の規定が無い「非常に重い建物」の 2 つに分

類する。 

表 2 には地域別、建物重量別の戸数、表 3 には年代別、

建物重量別の戸数、割合が示されている。西日本では

1659 戸中 517 戸が非常に重い建物で、非常に重いかつ H7

以前の建物は 35.8％、H7 以後では 11.4％、東日本では 928

戸中 20 戸が非常に重い建物で、非常に重い建物はほとん

ど存在しないことが分かり、年代別、地域別の屋根工法

の分布がある事が示されている。図 3 には建物重量別の上

部構造評点の箱ひげ図が示されている。重量別で見ると

非常に重い建物の中央値は 0.33、重い・軽い建物では中央

値 0.51 と上部構造評点の中央値に明確な差が確認でき、

建物重量が大きくなると上部構造評点が低くなることが

分かる。図 4 には地域別の上部構造評点の箱ひげ図が示さ

れている。地域別に見ると、非常に重い建物が 35.8％存在

する西日本の上部構造評点は中央値が非常に重い建物が

ほぼ存在しない東日本と比較して低くなっている。以上

の結果は既往の文献で示唆された傾向を示していると言

え、西日本にある新耐震基準の木造住宅の上部構造評点

が低くなる原因として、建物重量が過大になる事で発生

する壁量不足が挙げられる。 

５．おわりに 

 本研究で得られた結論を以下にまとめる。 

（1）文献調査により 1981 年から 1995 年の関西地方に土

葺き和瓦工法の建物が存在することが示唆された。 

（2）現地調査を分析した結果、非常に重い建物は西日本

地域の 1995 年以前に多く存在し、この屋根工法により壁

量不足となり、上部構造評点が低くなることが分かった。 
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表 2 地域別、建物重量別の戸数 

重い・軽い（戸）非常に重い（戸）総計（戸）

西日本 1142 517 1659
東日本 908 20 928
総計 2050 537 2587

表 3 非常に重い建物の年代別、地域別の戸数と存在割合 
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図 3 建物重量別の箱ひげ図 
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図 4 地域別の箱ひげ図 

 

H7後（戸） H7前（戸） H7後（％） H7前（％）

西日本 36 481 11.4 35.8

東日本 3 17 1.3 2.5

総計 39 498
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